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インド変圧器製造会社 PML社の株式追加取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、以下の通り、当社の関連会社であるインド変圧器製造会社 Prime Meiden Limited の株式を追加取

得し、子会社化する契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

 

１． 株式の取得の理由 

当社は、2014年 3月に、インドの電力用変圧器製造販売会社である Prime Electric Limited (2014

年 5 月に Prime Meiden Limited に社名変更、以下ＰＭＬ社)に出資し、当社技術者の派遣を行うことで、

同社の技術力の向上を図るとともにインド国内外での受注機会の拡大に努めてまいりました。 

インドをはじめとする新興国では、増大する電力需要を支えるため、電力インフラ設備への投資が期

待されており、電力用変圧器は中長期的に高い成長が見込まれています。 

当社は、シンガポールの変圧器・スイッチギア工場を生産拠点とし、アジア地域での変電機器・変電

プロジェクトの海外展開を進めていますが、新興国市場での事業展開を進めるためには、更なる生産力

の向上、及び、価格・納期面での対応力向上が必要です。 

  明電グループは、更なる海外事業展開を図るため、今回子会社化したＰＭＬ社を大形電力用変圧器完成

品及び半完成品の生産及び部材調達の戦略的拠点とし、インド国内の発電・変電及び電鉄市場はもとよ

り、東南アジア、インド以西の新興国への電力機器拡販を進めてまいります。 

 

 

２． 異動する子会社（Prime Meiden Limited）の概要（平成 28年 6月 2日現在） 

（１） 名 称 Prime Meiden Limited 

（２） 所 在 地 ハリヤナ州グルガオン 

（３） 代表者の役職・氏名 
会長：Surinder Mehta 

社長：Rohan Mehta 

（４） 事 業 内 容 電力用変圧器製造販売及び変電プロジェクト施工 

（５） 資 本 金 1,161百万ルピー 

（６） 設 立 年 月 日 2008年 9月 9日 

（７） 大株主及び持株比率 

PCI  Limited          52.16％ 

株式会社明電舎          23.00％ 

Keliburg Holdings Limited  15.94％ 

（平成 28年 6月 2日現在） 



 

（８） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 

資本関係 

当社は、ＰＭＬ社の普通株式 26,722,105 株（持株比率

23.00％）を所有し、同社を持分法適用関連会社としておりま

す。 

人的関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及

び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 平 成 2 5 年 3 月 期 平 成 2 6 年 3 月 期 平成 2 7 年 3 月期 

純 資 産 210百万ルピー 587百万ルピー 177百万ルピー 

総 資 産 3,185百万ルピー 4,114百万ルピー 4,054百万ルピー 

1 株 当 た り 純 資 産 3.97ルピー 5.06ルピー 1.53ルピー 

売 上 高 1,180百万ルピー 1,517百万ルピー 1,989百万ルピー 

当 期 純 利 益 △328百万ルピー △505百万ルピー △409百万ルピー 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 △6.18ルピー △5.97ルピー △3.53ルピー 

1 株 当 た り 配 当 金 － － － 

平成 28年 3月期の決算数値は、平成 28年 6月 2日時点で未確定であります。 

 

 

３． 株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 PCI Limited 

（２） 所 在 地 Prime Building, 11/5 B, Pusa Road, New Delhi 

（３） 代表者の役職・氏名 Surinder Mehta 

（４） 事 業 内 容 産業機械の部品製造および発変電プロジェクト施工 

（５） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありませ

ん。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありませ

ん。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありませ

ん。 

関連当事者へ

の該当状況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、

当該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には

該当しません。 

 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 26,722,105株 （持株比率 23.00％） 

（２） 取 得 株 式 数 42,982,587株 



 

（３） 取 得 価 額 

ＰＭＬ社の株式等          約 2,900百万円 

アドバイザリー費用等（概算額）    約 165百万円 

合計（概算額）          約 3,065百万円 

（４） 異動後の所有株式数 69,704,692株 （持株比率 60.00％） 

 

 

５．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 平成 28年 6月 1日 

（２） 株式取得実行日 平成 28年 6月 30日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

 本件が当社の平成 29年 3月期の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 

 


